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となる事  
 の事 は、 と のセレンディ ティを相 に行き交う、あるいは 系 業にと

って発見の機会を見 す となる事 となるであろう。 

・ 理に れるリー が、「 果 理主 では部 にリスクのある 験をやら

せにくい。」と、 えて自分自 で 験を行う時間を り、チー で行き っていた

課題に対 したところ、 的短時間に のセレンディ ティに り合ったという。 

・「本社の中央研究 で になったテー を 々子会社のキーパー ンに してくれ

ないかと うことが くあるのです。 々にとっては、社 をかけて り き貴

重な ー になり得ることがあるのです。」 

・「とにかく会うお さ に の部門で 発してきた ンプルを いて来るのです。 会

の目的とはまったく関 のない 料なのですが。」 

系 業は、工夫 では発見 出の機会に でいるとも える。 レー を意識

しながら、 果的な 行動を すれ イノ ー ンの 種を く Whatを するこ

とは可能であろう。 

 
まとめ 

 本 では の発見を定 するとともに分 を行い、発見の理 と 論のために 的

な レー を した。さらに関連する事 を し、イノ ー ンの 種となる What

を発見するための の方策を 論した。 
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1. はじめに 

業の ン は、研究 ー の 、 ー の持 重要 で

この研究テー の が 業内の新 事業 を る 門部によってなされる 外に、おおよそ社内

の全部門、特に研究 発を担 する部門から く公 の でなされる場合がある。それを 現化するた

めに、い ゆる中 上の 業においては 業 からの、かような 的なテー 発 を す く、

「研究テー 」を社内 定等により 化していることが多い。 
ところが、 化されているにもかか らず、研究テー が新 事業 出に 果的に 与し

ている 配が見られず、 って 感がなく、その 要性すら であって、い ゆる 間に っ

た状態となってしまっている。 
そこで、本研究では、特に、年間を通し一定 上のテー を できる中 の 造 ー

カーの研究テー に を て、「な 、これら研究テー が 業の新 発にうま

く結 ついていないのか、」というリ ーチ・クエッ ンを てたいと考えている。 
本報告では、特に、化学系 業で の研究 ー 上 、研

究 ー の維持 ス し、 ン 対 研究 ー の

 
 

2. 研究 景 

2.1 中 造 業の  

報告者らは、中 造 業の関 者との から、会社の の を 負えるような新 が出な

いとの きを、 公 ながらよく にする。一 に中 造 業はその に ずる した

を保 し、研究 発を行うに たり、少なくとも 要最低 の研究 と研究者を し、そしてそれ

相 の研究 発費を している。 

しかしながら、それにも関 らず、関 者が を えて新 が出てこないと評するのは、これら

資の とその 果 の価 との間に め いアンバランスさを感じているからに他ならない。つまりは、

関 者が する どには新 発を る がうまく機能していない現状にあると える。 

 

2.2 と研究テー  

研究テー は うなれ 、その 業に属する全 業 の を活性化させ、 いに情報を

し、そして知 を結集させることが可能となる において、この をうまく機能させることができ

れ 、理 の上では ・ ともに十分な研究テー の り こしが可能になるはずである。少 から

構 される新 発の 門部 の の を えて、 的にはその 十 もいる研究 の 秀

な をうまく活用するのが 的ではなかろうか。その意 で、本報告者らは研究テー に

足を えた本研究を展 したいと考えた。 

 

2.3研究テー の 持コスト 

研究テー を 化させることなく 続的に 持しようとすれ 、 業は研究 に対し、

日 から 的に に るそれ相 の ー スを しなけれ ならない。そしてこの ー ス

のためにはコストが う。 的には のコストが考えられる。 

 

2.3.1事務 の  

研究テー を に していくためには事務 の が となる。事務 の主な 務は、
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受理、 査、報 、 に対する事 的 ィードバック等に関する事務 理である。 って、労務

費を中心とした事務 に関する 持コストが 続的に発生する。 

 

2.3.2情報の粘 性 手 の構築 

化学系 業 研究テー を発 するためには、一 造業における日 業務の や、

日用 を う 造業における場合とは異なり、 業 が に保 する ー 情報に、 場

に する には認知できない ー 情報を抽出し、それらを相性よく 合させる 要がある。この

ー 情報は して 場の に しているため、その情報 得には コストが発生する 情報の

粘 性）。 

この ー 情報は 業 来情報の他、 年では ンライン 等での 手が可能となっている。 っ

て、研究 が 用する ンライン 手 の構築が 要となり、 のための コストが コスト

の一つとして発生する。そしてそのようにして得られた ー 情報を研究 全 で できるように

レッジ・ ネジ ントするうえでの 理コストが発生する。 

 

2.3.3  

 研究テー 発 には、上 のように ー 情報に ー 情報を合 させる高 な が要 される。

これを に くためには、それ相 の と が 要となる。 ってその 等に費やされるコス

トが発生する。 

 

2.3.4アドバイザリー 

 研究 により 内容に新 性があるか等、研究 が主観的に価 を認めて持 だ研究テー が

果たして 観的に見て価 があるか かを調査 したり、研究 が する ー 、 ー 情報を ン

ラインでの 手を ートするための社内スタッ が 要となる。そこで、これを担う と

しての知的 部や情報 理部を 、資金 でなお一 充 させる 要がある。 って、そのため

の労務費・ 費等がコストとなって 化する。 

 
3. 行研究 

過 十年に り、 業内の一 的な「 」、 え 造ライン上の 理や、日 の業務

等に関する研究については 多く見受けられる。しかしながら、 業の研究 発にス ットを てた

研究テー に関する文献は少ない。あるとしても、それらは 態 ー イ調査結果の と

な 等であって、本研究のように中 造 業に を て、かつ、研究テー とその

持コストにス ットを てた 行研究は本報告者らの知る り見 たらない。 
 

4. 事  

本報告者らは、 系およ バイ 系を い ゆる の化学系 業に を てたプレ・インタ

ー調査を 来より 続的に している。 、その調査に基づく事 の中からいくつか り上 、

社の 活動における研究テー の づけを明らかにするとともにその結果を基に研究

テー の 持コストについて で 論する。 

調査対象となる化学系 業の研究者 の により、「 業」、「大 業、」そしてこれら 者の

中間に する「中 業」の つに大きく分 して した。「 業」とは研究者

内、「大 業」とは研究者 上、そして「中 業」とは研究者

の 業に 目した。 

4.1 業 

4.1.1 社 特化 業） 

 社は、 ールディングスの一 であって、研究 発に特化した、研究者 の化学系

業である。 業 対 が少ないこともあり、 は全 として ラットでアット・ ー な で

ある。研究テー はトップ ウンで まる場合が多く、 ト アップに 来する研究テー の

ような仕 は社内で明文化されていない。しかしながら、い ゆるアングラ研究は 上 容されて

おり、それにより研究者が自 の研究内容に手 たえを感じた場合には 時上 告がなされる。その

意 では 文の研究テー が すると うこともできるが、会社が かつアット・ ー
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受理、 査、報 、 に対する事 的 ィードバック等に関する事務 理である。 って、労務

費を中心とした事務 に関する 持コストが 続的に発生する。 

 

2.3.2情報の粘 性 手 の構築 

化学系 業 研究テー を発 するためには、一 造業における日 業務の や、

日用 を う 造業における場合とは異なり、 業 が に保 する ー 情報に、 場

に する には認知できない ー 情報を抽出し、それらを相性よく 合させる 要がある。この

ー 情報は して 場の に しているため、その情報 得には コストが発生する 情報の

粘 性）。 

この ー 情報は 業 来情報の他、 年では ンライン 等での 手が可能となっている。 っ

て、研究 が 用する ンライン 手 の構築が 要となり、 のための コストが コスト

の一つとして発生する。そしてそのようにして得られた ー 情報を研究 全 で できるように

レッジ・ ネジ ントするうえでの 理コストが発生する。 

 

2.3.3  

 研究テー 発 には、上 のように ー 情報に ー 情報を合 させる高 な が要 される。

これを に くためには、それ相 の と が 要となる。 ってその 等に費やされるコス

トが発生する。 

 

2.3.4アドバイザリー 

 研究 により 内容に新 性があるか等、研究 が主観的に価 を認めて持 だ研究テー が

果たして 観的に見て価 があるか かを調査 したり、研究 が する ー 、 ー 情報を ン

ラインでの 手を ートするための社内スタッ が 要となる。そこで、これを担う と

しての知的 部や情報 理部を 、資金 でなお一 充 させる 要がある。 って、そのため

の労務費・ 費等がコストとなって 化する。 

 
3. 行研究 

過 十年に り、 業内の一 的な「 」、 え 造ライン上の 理や、日 の業務

等に関する研究については 多く見受けられる。しかしながら、 業の研究 発にス ットを てた

研究テー に関する文献は少ない。あるとしても、それらは 態 ー イ調査結果の と

な 等であって、本研究のように中 造 業に を て、かつ、研究テー とその

持コストにス ットを てた 行研究は本報告者らの知る り見 たらない。 
 

4. 事  

本報告者らは、 系およ バイ 系を い ゆる の化学系 業に を てたプレ・インタ

ー調査を 来より 続的に している。 、その調査に基づく事 の中からいくつか り上 、

社の 活動における研究テー の づけを明らかにするとともにその結果を基に研究

テー の 持コストについて で 論する。 

調査対象となる化学系 業の研究者 の により、「 業」、「大 業、」そしてこれら 者の

中間に する「中 業」の つに大きく分 して した。「 業」とは研究者

内、「大 業」とは研究者 上、そして「中 業」とは研究者

の 業に 目した。 

 

4.1 業 

4.1.1 社 特化 業） 

 社は、 ールディングスの一 であって、研究 発に特化した、研究者 の化学系

業である。 業 対 が少ないこともあり、 は全 として ラットでアット・ ー な で

ある。研究テー はトップ ウンで まる場合が多く、 ト アップに 来する研究テー の

ような仕 は社内で明文化されていない。しかしながら、い ゆるアングラ研究は 上 容されて

おり、それにより研究者が自 の研究内容に手 たえを感じた場合には 時上 告がなされる。その

意 では 文の研究テー が すると うこともできるが、会社が かつアット・ ー

ゆえのなせる業であるとも え、研究テー が 文 定として確かに し、それが に

機能していると 純には えない。 

 

4.1.2 社 化学系 ンチャー） 

 社は、 年 の 造受 会社である。化学 ーカー等から 時 を受けて 少 の

化学 を特 造するのを主な生業としている。 業 は に たず、い ゆる ンチャー

業の範 に属する。社 のリー ー ップにより研究テー が 定されており、 業 は 時、意見、

はするが基本的に社 が外部から 手した研究テー を社内に り れている様子である。 って、

研究テー のような明文 定はなく、 文 定としての があるとも えず、研究 ンバー

業 ）から研究リー ー 社 ）に対する ・意見は、研究リー ーと研究 ンバーの通 の日々

のコ ケー ンの範 内の行 と える。 

 

4.2 大 業 

4.2.1 社 合化学） 

 社は、 のある の大手 合化学 ーカーである。 の は研究テー 発 の 門部を中

央に し、そこが となって研究テー を発 していた。 時はプラント 等に う種々の

のための研究 料に事 くことはなく、トップ ウンで研究テー 定が行 れていたようである。

の り 、化学業 自 が に 業となり、新たな分 の多 化 出が され出した時

代、研究者の 活用が 目され出し、それが現 に き がれている。研究テー 上での

行 は、通 は研究者が に自らの研究構 を 現し、それに の 明を 足する で行

れるのが通 である。それに対し 社のある事業 では研究構 現の場として社内でのプレ ンテ

ー ン大会を定 的に しており、より一 化した研究テー の と える。 

 

4.2.2 社等 大手 ） 

社等は、グローバルに事業展 している日本を代 する大手 会社である。大 ゆえにも

ろ 事業 との特 はあるにしても、聞くところによると種々の の一環として研究テー

を 通に り れている様子がうかがえる。 による 果は の 調査を た ならないが、

年、 続 されている様子から は 化しておらず、一定の 果は得られているものと 察さ

れる。 

 

4.3 中 業 

4.3.1 社 安定 業） 

 社は、 業 的には大 業に属するが、研究 等は 業 に対し相対的に少ない 安定

エネルギー 給 業である。 社の研究 発は自社 給エネルギーを 用するための周辺機 が イ

ンとなるが、高 に多 化を るも、現 は と集中で研究 発自 が 向にある。

研究テー らしき 用が中央研究 の一部においてはなされていたが、かような ステ で研

究テー がなされることは と どない状態が現 まで続いている様子である。 

 

4.3.2 社 中 化学 ） 

社は、 ある安定 業であり、 なお活発な研究 発により新 を に り出している。

コア は 社 自の特 であり、 的な 事業を展 している。研究テー は

明文化されていないが、 を 望する者向けの ー ットは用意されている。しかしながら 自

はあまり行 れていない様子である。研究テー の はもっ ら ー ドックスな方法、すな 、

業 得情報や自社 ー 公 によりなされている。 

 

4.3.3 社 中 化学 ） 

 社は、中 の 業であるが、上 社同様活発な研究活動を展 している。 社の

は 社と同様に 社が 造する特 であり、 的な 業である。 、 に研究

テー の活用を たが、十分機能させることができなかった があり、現 は上 部の

いリー ー ップに基づく 業情報の 活用に重 を いた 新 による新たな に

り でいる。 
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5. 考察 

上のケースからは、 のことが れる。 

業は研究テー のような 定を 的に ける 要はなく、社 の会社 方 に

もよるが、研究テー の機能を発 させることができるし、 機能している。 

一方、大 業は、 からこの を 来 の 業情報等と 用 し、これが研究テー の主

要部とはなり得ないにしても、 続して することでそれなりの 果を得ているものと 察される。 

それでは、これら 者の中 に する中 業はどうだろうか 本報告者らが 続的に調査を続け

ている中で、この を上手に活用して を めている 業は現時 では見出し得ていない。研究者

的に見て、研究者に対し 的にテー を すためには らかの を く 要があり、現

には 化するも、それがうまく活用されず 化しているところが多いように見受けられる。そして

上 したように、この を 全 し、 門部 に 行した 業も に する。 

上の観察からは、中 業は大 業に 、 の ネジ ントを 行するにあたり、研究テー

という においてこの の活用にはあまり 的ではないと うことができる。そしてその

理 としては中 業の自 の にかか らず、それを できない らかの理 が でいて 行

が行 れているのではないかとの いを持つ。 

特に はその理 としてこの の 持コストに 目している。この が 業内業務 ステ の

一つである 上、 持していくためには に たようなコストがかかる。そしてこのコストを 計す

ることは可能である。このコストはおそらくスケール リットが出せるコストであろうことが 察され

るので、大 業よりスケール リットの で る中 業が 的な でこの をたやすくは で

きないのではないかと 定することができる。 

 

分析手  

上 定を ける手 については大 業と中 業で、研究テー の 持コストがその

業の 費用全 に与えるインパクトを することとする。 

上 したように、研究テー を 活用するには大きく二つのコスト、すな の

費とその 持費がかかる。ここで 費は 時にかかるい イ ャルコストであって、まと

まった出費であるとしても は負担にならない一過性の費用である。しかも、情報イン ラとい

う では に中 業において を行う上である が でいるものと考えられる。一方、

持コストはこの を く 上、未来 い続ける 要のある費用である。 え 、これらには

事務 の 費用、情報の粘 性 手 、研究者 、アドバイザリー等の費用が する。 

この から、 費用に対する 持費用の重 について、大 業と中 業の間に が られ

るかどうかを主 に する。 

 

さい に 

研究テー は、その 業の 土、情報の粘 性の 等、いくつかの 件がうまくか

合 さった結果、 と かれる。 

本報告では、その り として ・ 持コストに 目し、その研究 景を 、そして

社会の研究テー の現状をケーススタディした 、大 業と中 業の がその の 持コ

ストに 来するものではないかのとの考察の 、その分析方法に れた。 

  

本報告者らはこれら一連の研究を通じて、現 の中 造 業の における新 発の さ

という を し得る 的な研究テー の仕 りを できれ いと考えている。 
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